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　本研究は昨年度につづく継続研究である。昨年度の「北

陸型タウンハウスの計画的研究（1）」では，主としてタウ

ンハウスの単位住空間をなす住戸の問題をとりあげ，住

空間の組織，規模等についての考察を行ったが，今回の

研究では住戸が集合してできる戸外空間・近隣空間・コ

ミュニティ空間のあり方を探り，タウンハウスの北陸的

な集合形態を求めようとした。

　晩秋から初春にかけての多雨多雪・強風等の北陸的気

候風土は，この期間の外部空間利用をいちじるしく制約

してきた。この期間は約5ヶ月に及び，この間の生活は

いきおい屋内に閉じこめられざるをえなかった。こうし

た風土的条件によって，旧来北陸的な生活様式として，

冬期における「イロリ端の生活」観が一般に通説化して

おり，現代においてもまだその延長線上の生活観が根づ

よい。たしかに，現代においても冬期のイマにおけるユ

カ座は支配的であり，屋内でのそうした住様式は風土的

合理性をもってはいるが,それはあくまで屋内でのこと

であって，果してそれだけでよいかについては疑問が生

じる。

　　「冬期の閉じこめられた生活」は，戸外空間・近隣空

間，さらにコミュニティ空間の利用が気候的にひじょう

に制約される場合に生じる，いわば閉鎖的な生活であり，

もしそれらの外部空間の条件が整えば，たとえ冬期にお

いても開放的な生活が顕在化してくるのではないか。そ

して，タウンハウスのような集合住宅の場合には，1戸

建住宅ではなしえない外部空間の共同的建築化によって

このことが可能であると考えられた。

　しかし，それにしても果して冬期の生活が開放される

要求をもっているのか，その必然性があるのかどうかが

明らかでない。そこで，現代の生活様式の中で夏期と冬

期の生活がどのような季節的変動をしているかを調べる

ことによって，外部空間の冬期利用の有効性についての

知見をえたいと考えた。住宅を起点として展開される生

活領域のうち戸外空問・近隣空間・コミュニティ空間の

利用度の高い子供・主婦についての活動実態を把えるこ

とによってこの目的を達しようとした。その他の家族成

員，たとえば老人もやはり住宅に近い空間の利用度は高

いと考えられるが，時間の関係上今回の研究は子供と主

婦に対象をしぼっている。

　また，子供や主婦の活動の季節的変動は，空間的条件

によっても左右されるのではないかという観点から，対

象地区を旧街地，新興住宅地，団地の3地区とし，この

3地区の空間的特性からの検討も行った。以上のような

視点から，Iでは子供，IIでは主婦についての調査結果

をまとめ，IIIではその結果を要約し，IVでは前回の研究

と今回の研究をあわせて本研究のまとめを行っている。

I　子供の屋内・戸外活動

　1　研究目的

る，いわばコミュニティ空間の計画でもある。住生活は

住宅内部での諸生活行為のみに終るものではなく，住空

間から戸外空間へとひろがっていく。とくに子供の日常

生活においてはこの傾向がつよく，その意味でコミュニ

ティ空間の果す役割は大きい。さらに本研究が対象とし

ている北陸地方においては，晩秋の11月頃から初春の3

月頃までの約5ヶ月間は雨・雪等の多い季節で外部空間

での活動が大幅に制約される。活動的であるべき子供の

諸行為が気候風土的条件によって不活発にならざるをえ

ない。しかし，このような事態は本論が対象とするタウ

ンハウス形式のようなコミュニティ空間をも含めた居住

地全体の空間計画が可能な場合には，空間計画の工夫に

よって冬期の制約条件もかなりの程度克服されるのでは

ないか，またそのような空間のあり方を追求していくこ

とが北陸型タウンハウスの大きな課題でもあると考えら

れる。

　以上のような観点から，コミュニティ空間とつよいか

かわりをもつ子供の諸行為と空間の関係，季節的変化の

実態をまず把握し，そこからタウンハウス計画に反映さ

せるべき諸条件を抽出することが必要と考えられた。そ

こで，まず最初に空間的条件として，今日典型的な居住

地のパターンとして考えられる既成市街地，庭つき1戸

建の郊外新興住宅地，中層集合住宅団地の3地区を選定
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した。これら3地区の空間的条件は次のようである。

　　（既成市街地）戦前からの人家集中地区で，この地区

の平均宅地面積は52．3T（173㎡），平均建築面積25．9T

　（85．5㎡），平均延べ床面積35．5T（117．2㎡）であり，

したがって建ぺい率49．5％，容積率67．9％の空間密度を

もっている。また，宅地内部の空地は26．4T（87㎡）で

ある。子供の遊びに関係する街路は大半戦前からの街路

で幅員は4m程度のものが多く，1部に駐車場がみられ

るが公園等の遊び場の不足は明らかであり，既成市街地

の稠密性を示す典型地区である（以下，簡略に「市街地」

と略す）。

　　（郊外新興住宅地）近年新興住宅地と発展してきた1

戸建住宅地区で，この地区の平均宅地面積は62．5T（206

㎡），平均建築面積25．2T（83．2㎡），平均延べ床面積33．5

T（110．6㎡）で，建ぺい率40．3％，容積率53．6％となり，

市街地の空間密度よりかなり低密度な居住空問をもっ

ていることがわかる。宅地内部の空地は郊外では37．3T

　（123m2）で市街地の26．4T（87㎡）との差は10．9T（36

m2）もあり，玄関まわり，庭などの戸外空間にゆとりの

あることがわかる。また，街路，公園等の屋外空間につ

いても市街地より有利な条件をもっていることは明らか

であり，街路の車の交通量についても両地区の空間的条

件に差を与えていよう（以下，単に「郊外」と略す）。

　（中層集合住宅団地）中層集合住宅団地は，RC造4階

建の集合住宅を主流とする団地で，住戸面積は40～60㎡

の2DK，3DKタイプ，階段室型の住棟形式をもつもので

あるが，階段室型のため戸外空間はほとんど皆無にひと

しい。これに反して住棟外部の団地内空間は，市街地や

郊外に比べて豊かな屋外空間をもっている。対象とした

団地の平均建ぺい率は24．1％，平均容積率は97．O％とな

り，団地内共同庭の広さ，安全性の面から上記2地区と

比べるとはるかに有利な条件をもっているといえる（以

下，単に「団地」と略す）。

　以上3地区の空間特性をもふまえて，子供の生活行為

のひろがりを空間段階として把えると，住居を起点とし

て屋内（Indoor），戸外（Outdoor，庭・玄関まえ・アプ

ローチ），屋外（Offdoor，街路およびそれに付属する空

地・駐車場・団地の共同庭など），公共施設（公園，校庭，

社寺境内など）に大別される。日常的な子供の生活行為

はほぼこの圏域内にはいり，とくに戸外，屋外の利用度

が高いと考えられるが，その利用度は行為種類や季節，

学年等によっても変動してくるであろう。そのような行

為の変動状況を把えるのがこの章の目的である。

　2　研究方法

　子供の生活行為，とくに遊びに関する行為は次のよう

な要因によって条件づけられる。

　1）空間的要因一行為に適当な場所があるかどうか。

　　上記の市街地，郊外，団地の3地区は，それぞれが

　　居住地としての空間特性をもち，各地区における行

　　為状況から空間的条件とのかかわりを推論すること

　　ができよう。一それは結果として地区差を現わすこと

　　になろう。

　2）季節的要因一行為の季節的変動を求めるため夏

　　期と冬期についての設問を行い，季節差をもって季

　　節的要因を探る。行為種類によっては季節的要因と

　　の相関性に強弱があろうが，いずれにしても季節差

　　を求めることは本論の主旨，北陸的風土の中での行

　　為を考察するには不可欠なことである。

　3）年令的要因一行為は年令によって変化するであ

　　ろう。とくに子供は成長段階に応じて行為種類も変

　　化していくので，年令との相関もつよい。本論では

　　小学生を対象としているので，1学年から6学年ま

　　で各学年ごとの行為状況を調べ年令的要因とのかか

　　わりを学年差として把える。

　以上の行為を条件づける3つの要因がどのように現わ

れるかを判定するためには，計量的な指標が必要とされ

る。その指標は次のようである。

　1）行為率一当該行為を行う子供数の全子供数に対

　　する割合（％）。

　2）行為頻度一当該行為をどの程度の頻度で行うか

　　　（日／月）。

　3）行為時間一当該行為1回あたりの時間（分）。

　4）行為場所一当該行為がさきの空間段階（屋内，

　　戸外，屋外，公共施設）のどの部分で行われるかを

　　行為する子供数の割合（％）で求める。

　5）行為距離（m）で求める。

　以上の5つの指標から3つの要因を考察することに

よって行為の空間的・季節的変化を把え，北陸型コミュ

ニティ空間のあり方をえる手がかりとしたい。以上の方

法論に関する論旨を説明図とすると，図ー0・1のよう

になろう。

2〕

恒甲
〔変o指標〕一函一段

図ー0・1　子供の生活行為の変動要因・指標・結果の

　　　　　　関係

　次に子供の行為群の中から，とくにコミュニティ空間

と密接な関連をもつであろう行為種類を選択しなければ

ならない。また，今日子供の行為として一般的であるも

のとして，次の諸行為を選択した。
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1）屋内行為ー屋内行為は戸外・屋外で行われる行

為と対比するため採りあげている。行為種類として

学習・テレビ視聴・読書・ゲーム遊び・手細工を調

査項目とした。これらの行為は空間的には屋内に限

定されるものであるが，とくに季節的変動を来たす

のかどうかをみ，外部での諸行為との関連を探りた

　い。
2）半屋外的行為ー子供の遊び行為のうち屋内から

戸外にかけて行われる種類のものとして，ビー玉・

ラジコン・ままごと遊びなどの行為群を半屋外的行

為として選択した。

3）戸外行為(1)比較的住居に近い外部空間で行わ

れる種類のもので，季節によって屋内・戸外・屋外

の利用度がどのように変化するかをみるために選択

　した。

4）戸外行為（2)-住居を起点として一定のひろがり

　（行動領域）をもって行われる行為種類として自転

車遊びを選択した。

5）戸外行為（3)-住居から離れて一定の固定された

場所で行われる行為種類として，バトミントン・

キャッチボールなどの球技を選択した。

6）戸外行為（4）-北陸地方の風土性として冬期の積雪

があり，これを素材とした遊び行為として雪遊びを

選択した。非活動的になると考えられる冬期の活動

的な行為の代表として採りあげた。

3　調査概要

　前項の主旨にそって，市街地・郊外・団地の3地区に

おいて小学生に関するアンケート調査を実施した。いず

れも金沢市に属するが，調査地区は次のとおりである。

　市街地　ー　長土塀1・2丁目，三社町，長町3丁目，

　　　　　　芳斎1・2丁目，玉川町，彦三1・2丁目，

　　　　　　安江町，本町1丁目，此花町，笠市町，堀

　　　　　　川町，瓢箪町。

　郊外ー　三馬1・3丁目，高尾1・2丁目，高尾南

　　　　　　3丁目，額新町1・2丁目，光ヶ丘1・2・

　　　　　　3丁目，三十苅町，額乙丸町，大額2・3

　　　　　　丁目，馬替3丁目，額谷3丁目。

　団　地ー　平和町1・2・3丁目，みどり1・2・3

　　　　　　丁目。

　以上3地区において，昭和56年10月，3～4日の留置

記入法によるアンケート調査を行った。各地区とも小学

生在住世帯を対象として,主婦に回答を求めた。回収票

数は市街地405票，郊外407票，団地413票であった。回収

率はそれぞれ81．O％，81．4％，82．6％である。

4　屋内行為のまとめ

表一1・14　行為別の行為率・頻度・時間

1．学　習　　　為
2　テレピ視聴行為
3．読　書　　　為
一．ゲーム遊ぴ行為
5．手細二〔行為

行　為　華　㈲行為頻度‘日■月〕行為時問扮〕

　この節では，子供の屋内行為について代表的な行為5

種類について，行為率・行為頻度・行為時間の3つの指

標から考察したが，ここではこれらの屋内行為について

まとめをおこなっておきたい（表一1・14）。

4・1　屋内行為率

　行為率については，まず全地区平均からわかるように，

1．学習行為や2．テレビ視聴行為は90％を越え，ほと

んどの子供がおこなっており，3．読書行為，4．ゲー

ム遊び行為，5．手細工行為は40～50％で約半数の子供

がこれらの行為をおこなっている。

　行為率の地区差は総じて低率であるが，戸外・屋外の

空間的条件の有利な郊外や団地でやや低率の傾向を示

し，稠密な市街での屋内行為率の活発化が僅少ながらみ

とめられる。ただし，学習行為やテレビ視聴行為のよう

に一般的な行為種類については，地区差を認めることが

できない。

　行為率の季節差については，ゲーム遊び行為が多少差

が現われているが，学習行為，テレビ視聴行為ではほと

んど季節差を認めることができない。学年差にっいては，

読書行為については多少高学年で高率化し，手細工行為

では低学年においてかなり高率化しているのが目立って

いる。全体的にみると，屋内行為率は地区差，季節差は

僅少であり，行為種類によっては学年差がつよいといえ

る。

4・2　屋内行為頻度

　屋内行為の行為頻度は，学習行為，テレビ視聴行為は

かなり高頻度で，その他の行為については，中頻度でほ

ぼ等しい。地区差・季節差はほとんど認められず，学年

差が優勢である。とくに手細工行為は，低学年において

高頻度であり，行為種類の学年差を示している。

4・3　屋内行為時間

　屋内行為時間は行為種類によってかなりの差があり，

最長はテレビ視聴行為の141分から最短の読書行為37分

まで長短さまざまであるが，各行為種類とも30分以上の

継続性をもち，かなり持続的な行為であることが認めら

れる。

　行為時間の地区差はテレビ視聴の24分がもっとも大き

く，市街地における長時間化が明らかであり，さきにも

ふれたように，戸外・屋外の空間的条件が影響している
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のではないかと推定される。また，季節差については，

テレビ視聴の11分がもっとも大きく，その他の行為種類

については僅少な差である。学年差については，学習行

為28分，テレビ視聴行為27分が大きな差を示し，読書行

為・ゲーム遊び行為は高学年においてやや長時間化し，

手細工行為はやや短時間化している。行為時間について

も学年差が優勢である。

4・4　半屋外・戸外行為の空間的・季節的変動

　以上，半屋外的行為および戸外行為（1）～（4）の具体的事

例によって，空間的条件としての地区差，風土的条件と

しての季節差，年令的条件としての学年差を軸としてそ

の異同をみてきたが，ここではこれらの結果を要約しな

がら戸外・屋外空間のあり方についての知見をえておき

たい。

4・4・1　行為率の空間的・季節的変動

　　　表-4・1　行為率の空間的・季節的変動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1単位1州｛単位1明〕季　　節 学年上段夏下段失〕行嵩種類地区夏 冬 差 1 2 且 4 5 o 差3百9212 2I9 136 92 1呂8市街地20．o19，8o，2 277

36．915．4274 1一．ε1o．813，O26，1326茗29呂11146 66 筍I265郊外lo．419，2o．2326ヨ5．720．5124 6．66．129，6352 222 195 214 l19団地20．621．冨皿2 20 3ヨ2ヨ522且一21，8l06 ll，94．231．o
差 1，22后L 一 1 ■ L ■ ■ ■

72茗481 452 206 277 261市街地40，7宮4．85．9 ’6250．昌ヨ畠．535．6ヨ4，629，22］．7一9．1
郊外4茗、o29．513，55筥．76乱65皿840．43皿715．2ヨ冨．4457 457ヨ28292 173 1213富6
団地50．135．115，o6一．859、〒52．944，630．5ヨ彗茗31．；495 4一一呂79196237 リ8720島
差 04 5，6■ ■ ■ … ■ ■ ■ ■446 42茗781 654 738 5且6ヨ35自転車遊ぴ市街地607 1584’91ヨ、87．727．一17、呂12．313．O19，7
郊外71．318，25呂．191，3島4、ヨ75．470．日57．356，135，2283 200 148 225 17冨76 07
団地78．o26，651．一冒9，o8一、772．47畠．276，364筍24．’275 250 299 2畠百237 229 70
差 17．茗10，8■ ■ 1 一 一 ■ ■ ユ
市街地55．626．22q4ヨ6．94一．25信、253，O后ヨ．165．212乱ヨ169 17呂2ヨ33ヨ3ヨ2ヨ茗041百4
郊外57，219，9ヨ7，339，152．955．7直ε．560，o5τO29．一109 171 1茗1ヨ1517ヨ227 06
団地60．ヨ2a6 31，747、茗63．956．ヨ伍筍．176．36皿41≡9027茗208 3茗3268 3z2冨12125
差 4，78．7… ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
布街地 705 目4．6ε4．682．279．1738 7ao 10，8
郊外 74，o 78．384．ヨ筥oo79．8oo．o56．］30．筥
団地 7昔o 茗o．288．377，o昔5，776，36割呂16，9
差 1 5，5■ 1 ■ ■ ■ ■ ■ 1

　子供の遊び行為率は，冬期においてはとうぜん夏期よ

りも低率化するものと予想されるが，半屋外的行為につ

いては冬期・夏期ともにどの地区も約20％でほとんど等

しい。すなわち，屋内から戸外にかけての行為は空間的

にも季節的にほとんど変化しないことがわかる。これに

反して戸外から屋外にかけて行われる戸外行為について

は，地区差・季節差が現われてくる。まず，地区差につ

いてみると，戸外行為ではおおむね5～20％の差が現わ

れ団地や郊外の外部空間は，市街地のそれより有利な条

件を備えていることが数値の上に多少反映されている。

　季節差についてみると，全体として地区差より大きな

差を示しており，戸外行為（1）では5～15％，戸外行為（2）

では45～50％，戸外行為（3）では30～40％の差があらわれ

ている。いずれも冬期における行為率は低率化している

が，冬期においてもこれらの行為は一定の行為率を示し，

戸外行為（1）では30～35％，戸外行為（2）では15～25％，戸

外行為（3）では30～40％の値をとっている。北陸の風土的

条件からみると，これらの値は予想を上まわる率である

が，さきの半屋外的行為のように季節差がほとんどみら

れない遊び行為とも考えあわせると，むしろ冬期におい

ても子供の活発性が上記の値となって現われていると考

えることが妥当であろう。もし，戸外ないし屋外の空間

的条件が整えば冬期における行為率はさらに増加するも

のと考えられる。

　戸外行為（4）は冬期のみに行われる遊び行為についての

調査であるが，この種の行為は地区差がほとんどなく

70～80％の高行為率であるけれども，夏期のみに行われ

る遊び行為が消失する冬期においては，この種の行為に

よって冬期の低行為率化を埋めあわせることはできな

い。このことは，やはり戸外行為（1）～（3）の冬期における

行為率を高めるような空間的計画が必要といえる。

　また，学年差については半屋外的行為は30％程度の差

で高学年低率化，戸外行為（1）は30～50％の差で高学年低

率化，戸外行為（2）は20～35％の差で高学年低率化，戸外

行為（3）は20～30％の差で高学年高率化，戸外行為（4）は

10～30％の差で高学年低率化の傾向を示している。調査

項目に選んだ行為種類は近隣空間で行われると考えられ

るものであるから，とうぜん低学年の高率化傾向を示し

ているが，このことはコミュニティ空間により大きく遊

び行為を依存する低学年にこ冬期遊び空間の必要度の高い

ことを示している。さらに，本調査では行いえなかった

学令前の幼児にとってはさらに重要度の高いことと推察

される。

4・4・2　行為頻度の空間的・季節的変動

表-4・2　行為頻度の季節的・学年的変動

　　　　　　　　　　　　　　（単位：日／月）

行為種類季節1学年2学年3学年4学年5学年6学年平均

半屋外行　為夏 11．7 9．0 9IO
77 6．8 5．5 8．7

欠｛12，0 92 9．5 75 74 4．8 8．9

戸　外行為（1）
夏 16．515，412．711．7 9．4王0．113．0

欠ミ14．712．811．110．9 9．O 9，011．6

戸　外行為（2）
夏 23．923．222，922．521．619．422．4

欠ミ12．010．312．611，410．7 9．611．2

戸　外行為（3）
夏 10．111．011．413．0工1．210．111．2

冬 5．5 7－6 6．5 8．3 6．6 6I8 6．9

夏 1 ■ ■ 一 一戸　外行為（4） 一 ■

欠ミ21．820．920．820．617．716．119．8
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　行為頻度の季節的・学年的変化を各行為種類別にみる

と表一4・2のようである。

　ここで市街地・郊外・団地の3地区の分類を行わなかっ

たのは，地区差がきわめて僅少であり，季節差および学

年差が顕著であったからである。したがってまず最初に

空間的変化はほとんど認められないことを述べておかね

ばならない。

　つぎに各行為別に季節差・学年差をみると，まず半屋

外的行為はほとんど季節差を示さず，学年差が顕著であ

り，低学年は高学年の2倍の頻度をもっている。戸外行

為（1）については，多少の季節差はみられるが大きなもの

ではなく，やはり学年差の方が大きく現われている。戸

外行為（2）は季節差が圧倒的につよく冬期の行為頻度は夏

期の約半分に減少している。また学年差についても低学

年高率化の傾向を示している。戸外行為（3）については，

学年差はほとんど認められず季節差が顕著であり，冬期

の行為頻度は夏期の半分に近い。戸外行為（4）は，冬期の

みに現われる行為であるから季節差は求められないが，

学年差はかなり顕著に現われており，低学年高率化の傾

向を示している。

　以上のように，行為頻度については半屋外的行為はほ

とんど季節差を示さないが，戸外行為ではかなり大きな

季節差を示している。また，学年差については低学年の

高率化が結果しており，低学年の近隣空間への依存度の

高いことがわかる。これはさきの行為率の傾向とも類似

するものであり，冬期における近隣空間の役割を示唆す

るものである。

4・4・3　行為時間の空間的・季節的変動

　行為時間の変動を行為種類別にみて，その特性を要約

しておきたい。まず，半屋外的行為においては，地区差・

季節差・学年差とも僅少で約60分の行為時間を示してお

り，この種の行為は時間的にほとんど変化しない。屋内

から戸外へかけての比較的天候に左右されない行為種類

であることが，この結果をもたらせていると考えられる。

このことは，やはり建築空間が行為の顕在化に果す役割

の大きいことを示しており，とくに冬期に不利な風土的

条件をもつ北陸地方では，見逃すことのできない事実で

ある。

　戸外行為（1）については，夏期の行為時間が冬期より約

10分長時化し多少の季節差を示しているが冬期において

も約50分の行為時間が結果しており，冬期におけるこの

種の行為の要求度の高いことがわかる。戸外行為（2）につ

いては，季節差が大きくまた外部空間に有利な団地の長

時間化が明らかである。しかし，冬期の行為時間も平均

44分あり，戸外行為（1）と同様冬期の時間的要求度はつよ

い。戸外行為（3）については，地区差・季節差は多少認め

られるが大きなものではなく，冬期における行為時間は

平均44分で戸外行為（2）に等しく冬期の行為時間もかなり

存在することがわかる。以上のように戸外行為では，地

区差・季節差はある程度認められるが，調査結果からえ

られた予想外の事実は，冬期においてもかなり長時間の

行為時問が存在するという事実であった。

4・3・4　行為場所の空間的・季節的変動

　行為場所は，行為種類によって空間的ひろがりが異な

り，また季節的にも変動するものと考えられる。その結

果を要約すると，まず半屋外的行為については夏期の行

為場所は地区差が明らかで，市街地の戸外・屋外の戸外

型，団地の屋外型が結果している。これらの結果は各地

区の空間的特性と照応しており，空間的条件が行為に及

ぼす影響力を示している。また，冬期においてはどの地

区においても80％前後の子供が屋内で当行為を行ってお

り，夏期の屋内行為率約40％に比べると格段の差があり，

季節的影響が明らかである。半屋外的行為は，屋内から

戸外にわたって行われる種類の行為群であるが，冬期に

おける屋内行為率の高さは，やはり戸外空間の不備を物

語っていよう。

　戸外行為（1）についてみると，さきの半屋外的行為と同

様各地区の空間的特性を反映し，市街地の戸外・屋外型，

郊外の戸外型，団地の屋外型傾向がみられるが，とくに

冬期において当行為がどの地区においても50％近い行為

率を示していることは，戸外ないし屋外の空間的条件が

いかに不足しているかを立証しているといえる。戸外行

為（2）は本来屋外空間で行われる種類のものであり，場所

的な季節差は大きく現われない。戸外行為（3）では，各地

区とも夏期・冬期とも60～80％の屋外行為率をもち，公

的施設より住居との接近性が求められていることがわか

る。また，戸外行為（4）においては，市街地の屋外・公共

施設型，郊外の戸外・屋外型，団地の屋外型が明瞭であ

り，各地区の空間特性の行為に及ぼす効果が明らかであ

る。

4・4・5　行為距離の空間的・季節的変動

　行為距離は子供の遊びに関する行動領域を示し，コ

ミュニティ空間の大きさ（いまの場合タウンハウス地区

の規模）設定ともかかわる。戸外行為（1）では夏期約300m，

冬期約150mで季節差が大きいが，これは冬期の屋内・戸

外行為率が高まるためである。外部空間の遊びに有利な

夏期の行為距離をコミュニティ空間の規模とすると，約

300mの行為距離が目安となる。また，この行為の地区差

は大きくなく地区の空間的特性はそれほど決定的ではな

い。
　戸外行為（2）では，冬期における行為距離は夏期のそれ

よりやや短縮するが，もっとも顕著なのは地区差であり，

団地の有利な外部空間条件を示している。戸外行為（3）で

は，季節差はほとんど認められず地区差が大きい。この

場合の行為距離は，市街地約300m，郊外約200m，団地約

250mで行為場所の不利な市街地の長距離化があらわれ
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ている。戸外行為（4）では，行為距離は市街地約300m，郊

外200m，団地300mで戸外行為率の高い郊外の近距離化

が目立っている。

II　主婦の屋内・戸外活動

1　研究目的

　前章では子供の生活行為（主として遊び行為）の空間

的ないし季節的変動状況から，タウンハウス計画のコ

ミュニティ空間のあり方といったものを検討したが，本

章では主婦を対象としてその生活行為の実態把握をもと

にコミュニティ空間の構成についての計画的知見をえた

い。冒頭にも述べたように，住宅を拠点とする生活様式

が支配的な今日的状況のもとでは，家族成員はすべて何

らかの意味において，コミュニティ空間とのかかわりを

もつものであるが，とくに住宅およびコミュニティ圏域

に日常生活の多くを依存していると考えられる子供，つ

いで主婦を研究対象としている。

　主婦は子供と異なり日常生活においても行動領域がひ

ろく，また行為そのものも多岐にわたってくるが，いず

れにしても北陸的気候風土の中で営まれるそれらの諸行

為は，とうぜん風土的影響を受けざるをえない。住宅内

部での家事や趣味活動は比較的この影響から自由である

が，住宅外のコミュニティ施設を利用する場合は風土的

影響を受けざるをえない。とくに冬期の積雪等の不利な

条件のもとでのコミュニティ活動は風土的制約も多くあ

るだろう。これらは多く空間的条件（施設の配置状況，

施設への接近性など）によって克服される性格のもので

あるが，いまのところそうした施設をも含めたコミュニ

ティ単位が現存しないため，主婦の場合も子供の場合と

同様既成のコミュニティをケース・スタディすることに

よって，新規のコミュニティ計画の方向づけを行うとい

う方法をとらざるをえなかった。したがって，調査対象

地区は子供の場合と同様，既成市街地，庭つき1戸建の

新興住宅地，中層集合住宅団地の3地区とした。

　これら3地区の空間的特質については，前章の1「研究

目的」のところで述べているので，ここに再び述べるこ

とをしないが，3地区の空間的差異が季節的変化と相乗

的に作用しあうことによって，主婦のコミュニティ活動

にどのような差が現れるか，あるいはまた異同がないの

か，その辺の状況を明らかにしたい。

2　研究方法

　以上のような観点から，主婦の日常的なコミュニティ

空問における活動として，まず屋内行為としてテレビ視

聴行為をとりあげ，つぎに主婦の家事に関する行為とし

て買物行為，さらにコミュニティ空間とかかわりのつよ

い文化的な趣味活動，スポーツ活動について実態を探っ

た。これらの諸行為は，屋内から屋外にまたがるひろが

りをもち，ときにはコミュニティ・スケールを越えて展

開される可能性をももっているが，本来この種の活動は

身近なコミュニティ施設が存在すれば必ずしも遠隔地に

出向く必要のないものであり，現状においてそれらの諸

行為が季節的にどのように顕在化しているのか，また市

街地・郊外・団地の3地区においてそれぞれの空問的条

件とどのように対応しているのかを次のような指標に

よって測った。

　1）行　為　率ー当該行為を行う主婦の全主婦数に

　　　　　　　　　　対する割合（％）。

　2）行為頻度ー当該行為をどの程度の頻度で行う

　　　　　　　　　　か（日／月）。

　3）行為時間ー当該行為1回あたりの時間（分）。

　4）行為場所ー当該行為の行われる場所として，自

　　　　　　　　　　宅，街路，屋内施設，屋外施設等

　　　　　　　　　　の区分によって，主婦の利用率（人

　　　　　　　　　　数比，％）を求める。

　5）交通手段ー行為場所までの交通手段として，

　　　　　　　　　　徒歩，自転車・バイク，車，バス

　　　　　　　　　　等の区分によって主婦の利用率

　　　　　　　　　　　（人数比，％）を求める。

　6）交通時間ー上記交通手段による場合の所要時

　　　　　　　　　　間（分）を求める。交通手段とそ

　　　　　　　　　　の所要時間から行為場所までの距

　　　　　　　　　　離が推定され，行動領域がわかる。

　7）潜在的要求ー文化的な趣味活動とスポーツ活動

　　　　　　　　　　については，今後の展望をえるた

　　　　　　　　　　めに希望状況を調べ，活動の希望

　　　　　　　　　　人数の割合（％）を当該行為の潜

　　　　　　　　　　在的要求として把える。

　以上の諸指標から，各地区，各季節（夏期，冬期）の

主婦の諸行為を定量的に把え，地区差，季節差，年令差，

行動領域等を求め北陸型コミュニティ空間のあり方をえ

る手がかりをえたい。以上の方法論に関する要旨を説明

図にすると図一2・1のようになる。

図ー2・1

（変動指標〕 1結果〕
　1〕行　為　率
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　また，主婦のコミュニティ活動に何らかの影響を与え

ると考えられる主婦の基本的属性として，年令，居住年

数，仕事日数・時間，相隣関係（近所づきあいの程度）

について設問している。これらの基本的属性は必要に応

じて変動指標とクロスし，諸行為の発現状況の考察に資

する。とくに年令的要因からは，本論で除外した高令者

のコミュニティ活動の予測，仕事日数・時間からは主婦

の社会参加の度合とコミュニティ活動の関係が推定され

よう。

3　調査概要

　主婦に関するアンケート調査は，調査地区，調査時期

ともに前章の子供に関するアンケート調査と同様であ

り，調査方法も同様に3～4日の留置記入法とした。配

布票数は，市街地，郊外，団地各地区とも500票とし，回

収票数はそれぞれ408票（回収率81．6％），447票（同

89.4％），401票（同80．2％）であった。また，3地区の

概要については前章に「調査地区の概要」として述べて

いる。

4．屋内行為

　主婦の屋内行為の季節的変化をみる指標として，テレ

ビの視聴行為をとりあげたが，まず行為率については，

各地区，夏期冬期とも95％前後（±2％）で地区差，季

節差は認められずきわめて高い行為率を示している。ま

た，テレビの視聴時間についてみると，夏期においては

各地区140分前後，冬期においては150分余となり，地

区差も大きいものではなく，また季節差も10分程度で大

きいものとはいえない。当初，冬期のテレビ視聴時間は

夏期に比べてさらに長時間化するものと予測していた

が，結果は上記のように季節差はないに等しいもので

あった。

　また，テレビ視聴時間と年令の関係をみると，概して

高令化につれて視聴時間は長時間化している。若年層で

は育児のウエイトが大きいためと推察されるが，各年令

層の視聴時間の季節差は10分前後で，年令による季節差

も大きいものではない。次に，仕事日数，仕事時間とテ

レビ視聴時間との相関をみたが，いずれについても相関

はない。つまり，仕事の有無，労働時間の長さ等はテレ

ビ視聴時間にほとんど影響していない。

　以上から，テレビ視聴行為については，きわめて高い

行為率がみられ当行為の一般化が現われているが，視聴

時間については年令との相関がもっとも強く，地区差，

季節差はほとんどない。テレビの普及状況からみて，地

区差のないのはとうぜんとして，季節差や仕事の影響が

現れないのは，テレビ視聴が夜間に集中するためであろ

う。

4・1戸外行為（1）

　戸外行為（1）として，主婦の日課ともいえる日々の買物

行為についてみた。生鮮食料品を主とする買物はさすが

に高頻度で行われており，地区差はなく夏期における買

物頻度は25．9日／月，冬期においては21．5日／月である。

冬期がやや低頻度になっているが夏期と大差はない。

　つぎに買物の交通手段についてみると，全体としては

徒歩が多く，自転車・バイクがこれについでいるが，郊

外では徒歩の率が低く散漫な新興住宅地のスプロール化

を示している。この点に地区差が現われているが，交通

手段に対する季節的影響も大きく，全地区の平均でみる

と徒歩が夏期においては60％であったものが冬期にお

いては86％に増加し，自転車・バイクの率は夏期33％で

あったものが6％に減少している。したがって，買物の

交通手段は，大半が徒歩であるが積雪等冬期の道路状況

の悪化につれて自転車・バイクの利用者が徒歩に移行す

るといえる。また，車，その他（バス等）の交通手段に

よるものは僅少である。

　つづいて各交通手段による所要時間についてみると，

徒歩10分，自転車・バイク8分となり，買物の行動領域

が把握される。すなわち，歩行速度を70m／分とすると，

徒歩の場合700m圏，自転車・バイクの走行速度を10㎞／

時とすると1．3㎞圏となる。これらの距離圏は，日常的

な買物の行動領域の限界とみなしえようし，また冬期に

おける自転車・バイクの使用のほとんど不可能な状況を

考えあわせると，徒歩圏が重要なコミュニテイ・スケー

ルとなってくる。

4・2　戸外行為（2）

　前項の買物行為に代表される家事行為は主婦の役割と

して大きなウエイトをもっているが，今日では主婦の余

暇活動も活発化しており，それはいきおいコミュニテイ

活動としての性格をつよめてきている。そうした傾向か

ら主婦の余暇活動，コミュニテウ活動を大きく2つに分

け，文化的な趣味活動とスポーツ活動の面から戸外行為

の実態を探った。まず最初に文化的な趣味活動をとりあ

げた。

　文化的な趣味活動はもちろん内容的に多岐にわたり多

様な行為がみられるが，何らかの趣味活動を行っている

主婦の率（行為率）は，どの地区もほとんど差がなく約

7割であり，ひじょうに活発な状況がみられた。また，

このように高い行為率をもつ趣味活動の行為頻度は平均

12日／月で3日に1度は行っている。さらに１回あたり

の活動時間は平均95分で約1時間半程度である。以上の

ように文化的な趣味活動は，行為率，行為頻度，行為時

間からみて，主婦の余暇活動の中でかなりのウエイトを

もっていることがわかる。

　つぎにこのような趣味活動の場所についてみると，自

宅が約7割を占め大半が家庭において趣味活動を行って

おり，残り3割が家庭外に活動場所をもっている。家庭
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内趣味活動の高率性は，その個人的性格といまひとつは

グループ活動の場が身近に存在しないことが大きな原因

と考えられるが，今後グループ活動の発展とともにコ

ミュニテイ単位の活動場所も要求されてこよう。

　また，家庭外の活動場所に出向く主婦の交通手段は，

平均値でみると徒歩が約50％，バス等が約40％で自転

車・バイク，車はひじょうに僅少である。徒歩圏の身近

な場所か，バス等による遠距離かの2極分解の状況がみ

られる。事実徒歩の場合の所要交通時間は約10分，バス

等の場合は30分余で近距離型と遠距離型の2タイプに

分かれている。また，市街地，郊外，団地の3地区の中

で市街地の徒歩率が高かったことは，この種の活動にお

ける施設状況の地区差を明瞭に示していた。

　以上の交通手段ないし交通時間から，文化的な趣味活

動の行動領域は，徒歩圏（近距離700m圏），自転車・バ

イク圏（中距離2．5㎞圏），バス圏（遠距離10㎞圏）が

把握されるが，徒歩圏はさきの買物行為圏とよく一致して

おり，コミニュニテイ・スケールの目安となるものであ

る。また，自転車・バイク圏は買物行為圏が1．3㎞であっ

たのに対して，趣味行為圏では2．5㎞まで伸びており，

両者の施設配置状況の差が明らかに現われている。

　さいごに文化的趣味活動の潜在的要求を調べ今後の展

望をえておきたいが，今後何らかの趣味活動を行いたい

と希望している主婦は全体の約7割に達しており，ひ

じょうに高率である。また，これらの潜在的要求をもっ

ている主婦のうち，場所のないことを顕在化の阻害要因

としている率は，一定の広さや設備を必要とする種類の

趣味活動に高率であり，コミュニテイ施設としての趣味

活動場所の必要性を示していた。

4・3　戸外行為（3）

　文化的な趣味活動についでスポーツ活動の実態把握を

行った。スポーツ活動も近年主婦の間にかなり広がりつ

つあるコミュニテイ活動であるが，まずその行為率をみ

ると，その結果は夏期36．5％，冬期24．8％となり多少の

季節差があらわれている。しかし，文化的な趣味活動を

行っている主婦の70％に比べるとスポーツ活動はかな

り低率であり，施設の状況，また季節的な影響がみとめ

られる。

　スポーツ活動の行為頻度は，夏期16日／月，冬期14日／

月で季節差はあまり大きくない。また，1回あたりの行

為時間は夏期56分，冬期72分で，むしろ冬期の方が長

時間化しているのが注目される。これはスポーツ活動の

場所と関係しており，冬期には屋内スポーツが高率化す

るためである。スポーツ活動も趣味活動と同様内容的に

は多岐にわたっているが，空間的・気候的条件からみた

場合大きく2つに分けられ，屋内型スポーツと屋外型ス

ポーツになる。一般的に考えると，夏期においては屋外

．型スポーツが活発化し，冬期においては屋内型スポーツ

が活発化するとおもえる。事実，屋外型スポーツの割合

は夏期72％であったものが冬期には53％に低率化して

いるが，それにしても冬期になお53％が屋外型スポーツ

を行っている事実は注目されねばならない。また一方，

屋内型スポーツは夏期24％であったものが冬期には

44％に高率化しているが，夏期の屋外型スポーツの72％

には及ばない。

　つぎにスポーツ活動の場所までの交通手段をみると，

夏期には徒歩，自転車・バイクが高率を占めているが，

冬期にはとうぜんこれらの交通手段は低率化し車，バス

等が高率化する。ちなみに，徒歩，自転車・バイクの率

は夏期65％であったものが冬期には38％に低率化して

いる。また，地区差としていちじるしいのは市街地にお

ける徒歩の率が郊外や団地に比べてひじょうに高率であ

り，これは夏期冬期ともに変動がない。これはやはり市

街地の空間的条件によるものであろうが，場所的接近性

が確保されれば，交通手段はとうぜん徒歩を選択し，ま

た季節的変動が少ない。

　上記のような交通手段による場合の交通所要時間は，

徒歩の場合10分，自転車・バイクの場合13分，車の場

合22分，バス等の場合24分となり，行動領域としては

さきの文化的な趣味活動と類似している。

　さいごにスポーツ活動の潜在的要求についてみると，

今後何らかのスポーツ活動を行いたいと希望している主

婦の率は，地区的にはほとんど差がなく60％である。文

化的趣味活動の要求が70％であったの比べると，ツポー

ツ活動の要求率もけっして低くはなく，趣味活動に近い

高率性を示しているが，現実に顕在化している率は趣味

活動の70％に対してスポーツ活動は夏期37％，冬期

25％でかなり低率である。このような要求と顕在率との

ギャップの原因のひとつはやはり空間的条件によるもの

であろう。とくに身近なコミュニテイ施設の不備を反映

しているものと考えられる。

　北陸的風土の下ではとくに冬期の屋内型スポーツが要

請されるのであるが，これに関して「全天候型スポーツ

施設」に関する設問を試みた結果，「ぜひ欲しい」23％，

「できれば欲しい」51％，「特に望まない」26％となり，

前2者を要求として把えると74％が希望していることに

なる。
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る子供，主婦の生活実態を探った。その際，典型的な既

成コミュニテイとして，伝統的な旧市街地，新しい郊外

新興住宅地，中層集合住宅団地の3地区をとりあげ，そ

れぞれの地区における子供ないし主婦の生活実態が季節

的にどのように変動するかを探ることによって空間的・

季節的要因が生活実態にどのように影響しているかを明

らかにしようとした。以下，そうした作業の結果を総合

的にまとめておく。

　まず子供の生活実態については，大きく3つに分け，

屋内行為，半屋内行為，戸外行為についてみた。屋内行

為（1．学習，2．テレビ視聴，3．読書，4．ゲーム

遊び，5．手細工）は，当初冬期に高率化するものと予

測していたが，調査結果では必ずしもそうではなく，季

節差はほとんど認められなかった。すなわち，上記屋内

行為は夏期，冬期ともに同程度の活発性をもっておこな

われている。

　また，屋内行為は地区の空問的一性格とあまり関係がな

く地区差も僅少であり，むしろ年令的要因による学年差

が大きく現われた。それはとくに行為時間に現われゲー

ム遊び以外の屋内行為では高学年の長時間化が目立って

いた。

　半屋外的行為（ビー玉・ラジコン・ままごと遊びなど）

は，屋内から戸外にわたって一定のひろがりをもつ行為

で，コミュニテイの空間的性格，気候的影響をある程度

うける種類の行為と考えられるが，調査結果においては

行為率，行為頻度，行為時間ともに地区差，季節差は現

われず一定の活発性を示している。つまり，半屋外的行

為はどの地区でも，また夏期冬期にかかわらず同程度の

活発性-行為の発現状況がみられるが，相異してくる

のは行為場所である。行為場所を概括的に屋内，戸外（庭，

玄関まえ・アプローチ，集合住宅のバルコニー，階段室），

屋外（街路，駐車場，あき地，団地の共同庭）に分けて

場所的利用率をみると，まず屋内の利用率は各地区とも

夏期約40％，冬期約80％となり，冬期には屋内利用率が

圧倒的に高率になる。このことは冬期における半屋外的

行為が屋内に押し込まれることを意味しており，戸外空

間の必要性が明白である。

　つぎに，戸外の利用率をみると郊外が他地区に比べて

高率であり，庭つき1戸建住宅地の戸外空間の有効性が

示されており，やはり戸外空間の意味が明らかである。

ちなみに，この場合の戸外利用率は夏期においては．市

街地17％，郊外36％，団地6％，冬期においては市街地

3％，郊外12％，団地2％である。これらの数値からも

戸外空間の条件を整える必要性が認識される。集合的な

タウンハウスにおいては，そうした行為に対応する空間

を配備することは容易に可能である。

　つぎに上記の半屋外的行為よりはいますこし空間的ひ

ろがりをもって行われる戸外行為

（1）（なわ飛び，○○ごっこ，かくれんぼ遊びなど）につ

いてみた結果は，行為率，行為頻度，行為時間ともに地

区差，季節差は大きなものではなく学年差が優勢である。

この傾向は，さきの半屋的行為と類似しており，空間的・

季節的要因にかかわらず一定の活発性・発現性をもって

いるということであり，その結果は行為場所となってく

る。この場合の行為場所についての特徴的な結果は，地

区差は僅少であり季節差が大きく，屋内の利用率が冬期

にかなり増加することである。この種の行為は本来戸外

ないし屋外において行われるべき性格のものであるが，

それにもかかわらず冬期の屋内利用率が46％に達して

いることは問題である。

　これは明らかに冬期の気候的条件が作用している結果

であり，他の諸結果（郊外における冬期戸外利用率の他

地区よりの高率化，公共施設の冬期利用率の低下）と考

えあわせると，住宅周辺の冬期行為場所が決定的な事実

として把握される。また，この行為の行動領域について

は，地区差はほとんどなく，夏期約310m，冬期約150m

のひろがりが認められた。

　戸外行為（2）（自転車遊び）は，行為率，行為頻度とも

に地区差よりも季節差が圧倒的に大きく，冬期の低率・

低頻度が結果している。街路，公園等を利用するこの種

の遊びは，とうぜん冬期の気候的条件によって行為が制

約されるわけであるが，行為時間についてみると，夏期

約60分，冬期約45分となり，時間的にはかなりの活発

性がみられる。また，行動領域については夏期約390m，

冬期320mがえられた。

　戸外行為（3）（バドミントン，キャッチボール遊びなど）

も気候的制約をうける種類の行為であり，とうぜん冬期

には行為率，行為頻度ともに低率，低頻度化するが，上

自己自転車遊びと同様冬期の行為率20％余，行為時間44

分を示し，冬期におけるこの種の行為の潜在的要求をう

かがわせる。なお，行動領域については夏期，冬期とも

ぬ260mがえられた。

　さいごに戸外行為（4）（雪遊び）は，北陸地方の風土的

特色となる雪を対象とした遊び（雪合戦，ミニスキー，

雪だるまなど）について調べたものであるが，行為率，

行為頻度ともに高く活発性が認められるが，この種の行

為は住宅に近い戸外空間利用の傾向がつよく，その条件

を充たしうる郊外においては戸外空間の利用率が46％，

すこし離れて100m圏内の利用率は25％で，両者をあわ

せると71％に達する。なお，当行為の行動領域は約260

mである。

　以上から，子供の行為に関しては，次の事実が結論づ

けられる。

　1）屋内行為の発現性は，夏期冬期とも同等であり季

　　節差は認められない。すなわち，住宅に閉じ込めら

　　れる冬期においても，屋内活動は活発化しない。
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　2）屋内から戸外へのひろがりをもつ遊び，または住

　　宅に近い場所で行われる種類の遊びの発現性は，夏

　　期冬期とも大きな変化はなく，冬期には行為場所が

　　屋内に移動するだけである。これは逆にいえば屋内

　　での本来的住生活が乱されることである。

　3）市街地，郊外新興住宅地，団地のうち戸外空間に

　　比較的有利な条件をもつ郊外新興住宅地では，他地

　　区に比べて戸外空間の利用率が高く，戸外空間の遊

　　び行為に対する有効性が認められる。また，同様に

　　して団地の共同庭では，屋外での遊び行為の利用率

　　が高まり，この点ではコミュニテイ広場の有効性が

　　示された。

　4）屋外で行われる遊び行為は，とうぜん天候の影響

　　をうけ冬期には不活発にならざるをえないが，一部

　　の子供（2割強）は悪条件のもとでも当該行為を行っ

　　ており，冬期におけるこの種の潜在的要求が推定さ

　　れる。

　5）遊び行為における子供の行動領域は，行為種類に

　　よって多少の差はあるが，平均的に住宅から約300

　　mの値がえられ，コミュニテイ・スケールの目安と

　　なりうる。

　以上から明らかなように，一般的に考えられるように

北陸的風土の中では冬期には屋内生活をたのしむといっ

た考え方は，子供の場合には通用しない。いわば子供の

生命力は冬期においても，戸外ないし屋外に向って発現

しようとしているのであって，全天候型の戸外空間，コ

ミュニテイ施設の必要性が認められるのである。

　主婦のコミュニテイ活動については，活動に一定の影響

を与えると考えられる基本的要件として，年令，住居年

数，仕事日数・時間，相隣関係の把握をまず最初に行っ

た。このうち，年令，仕事日数・時間については3地区

の間に大きな差はなく．ほぼ同一の共通基盤に立ってい

ると考えてよいが，居住年数，相隣関係では3地区の間

にかなりの差が現れた。居住年数については，とうぜん

市街地の長期居住（21年），郊外・団地のより短期な居住

（7～10年）が結果しており，また主婦の相隣関係につ

いては．市街地の伝統型（高令化とともに相隣関係が発

展する），郊外の開放型（年令に関係なく一定の相隣関係

が存在する），団地の孤立型（全体に相隣関係が低く，高

令化とともにこの傾向がつよまる）が認められた。新規

のタウンハウス計画は，上記の郊外・開放型か団地・孤

立型かいずれかの方向に向う可能性を秘めているのであ

るが，住戸の規模，戸外空間・コミュニテイ空間の計画

は，こうした人間的関係にも大きな影響を与える要因と

して考えておかねばならないであろう。

　つぎに主婦の活動を代表するものとして，屋内行為関

係ではテレビ視聴行為，屋外行為関係では家事に関連す

る行為として買物行為，余暇活動に関連するものとして

文化的な趣味活動，スポーツ活動をとりあげた。

　まず最初に屋内行為としてのテレビ視聴行為は，各地

区，各季節ともに約2時間半の行為時間が結果しており，

これは子供のテレビ視聴時間に等しい値であり，なおか

つ地区差，季節差のないのも共通した性格である。さら

に，仕事日数・時間との相関性もなく，いわば労働条件

によっても左右されていない。すなわち，テレビ視聴行

為は季節的な差異，職業の軽重によって変動せず一定で

ある。

　主婦の日常的な買物行為は，地区的，季節的にほとん

ど差がなく多頻度に行われているが，地区差ないし季節

差が現われるのはその交通手段である。全地区の平均値

でみると，徒歩の率は夏期60％，冬期86％，自転車・バ

イクの率は夏期33％，冬期60％で冬期には夏期の自転

車・バイク利用者が徒歩に移行し．積雪等による冬期道

路状況の悪化を如実に示しているが，いずれの季節にお

いても買物の交通手段は徒歩が高率を占め，日常的行為

における徒歩の重要性が示されている。また，北陸風土

の下では，冬期における自転車・バイクの使用はほとん

ど不可能であり，交通手段としての徒歩の意味がいっそ

う重要性をもってくる。その他の交通手段として．車，

バス等が考えられるが，これらの利用は夏期，冬期とも

にきわめて僅少であり．日常的な買物の交通手段とはな

りえない。

　また，上記交通手段による場合の交通所要時間は徒歩

の場合10分，自転車・バイクの場合8分となっており，

歩行速度70m／分，自転車・バイクの走行速度10㎞／時

として，徒歩圏700m，自転車・バイク圏1．3㎞が求め

られる。さきにふれた子供の遊び行為からみたコミュニ

テイ・・スケール300mと比較すると，主婦の買物徒歩圏

は約2倍のスケールをもっている。

　主婦の文化的な趣味活動についてみた結果は，まずこ

の種の活動の高率性が目を引く。地区的，季節的差はな

く約70％の主婦のこの種の活動を行っており，3日に1

度強の頻度，また1回あたり1時間半強の時間で趣味活

動を行っている。こうして趣味活動の活発な活動実態が

明らかになったが，その行為場所についてみると，約

70％が自宅であり残り30％が自宅外に出向いている。家

庭内趣味活動の高率性は，趣味活動の個人的性格，手近

さ等によっていようが，これらの活動が発展しグループ

活動をともなう場合には，それを受け入れる場所が必要

とされる。

　また，家庭外に趣味活動の場所をもっている約30％の

主婦の交通手段をみると．徒歩50％，自転車・バイク

10％，バス等40％となり，徒歩による近距離圏とバス等

による遠距離圏の2者に2極分解していることがわか

る。また，市街地において徒歩の率が高かったのも施設

状況の地区差を示していた。上記交通手段による場合の
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交通所要時間は，徒歩の場合約10分，自転車・バイクの

場合約15分，バス等の場合約30分で距離圏は徒歩の

700m圏，自転車・バイクの2．5㎞圏，バス等の10㎞圏

の段階的なひろがりがみられる。近距離の徒歩圏は，さ

きの買物の徒歩圏と等しく，徒歩の距離的限界を示して

いる。すなわち，コミュニテイ・スケールとしての距離

圏を示唆している。

　さいごに今後の趣味活動の希望について設問した結果

は，約70％の主婦が趣味活動を希望しており，潜在的要

求も強いものがある。また，こうした潜在的要求が顕在

化する場合の阻害要因として場所的不足を訴えている主

婦は，一定の広さを必要とする種類の趣味（舞踊・ダン

ス，コーラス等），特殊な設備を必要とする種類の趣味（陶

芸・工芸，楽器演奏等）に高率であった。現在，これら

のコミュニテイ施設としての不足が長距離圏への交通を

余儀なくしている。

　つぎに主婦のスポーツ活動についてみると，まず主婦

のうちスポーツ活動を行っている率は，地区差はほとん

どなく多少の季節差を現わしている。すなわち，スポー

ツの行為率は夏期37％，冬期25％で冬期がやや低率でい

るが．さきの趣味活動に比べると総体に低率である。し

かし，これは現状の施設状況における活動状況であり．

事実，スポーツ活動の潜在的要求として，スポーツ活動

の希望率は60％あり．決して低率とはいえない。現実の

スポーツ活動の発現状況と潜在的要求のギャップは．空

間的条件を一つの要因としているであろう。

　また，北陸的風土のもとでは冬期の屋内型スポーツが

重要性をもつとおもえるので屋内型スポーツと屋外型ス

ポーツの季節差をみると，前者は夏期24％，冬期44％で，

やや冬期に高率化しているが，一方後者は夏期72％，冬

期53％で冬期の屋外スポーツもかなり活発である。した

がって，冬期のスポーツ活動は屋内型44％，屋外型53％

と両者近似的な値を示し，屋内型スポーツと屋外型ス

ポーツの併存状況がみられ，かならずしも一方的に屋内

型スポーツに移行するのではない。

　さらにスポーツ活動の頻度，時間については，夏期に

は2日に1度，約1時間，冬期にはやはり2日に1度，

約1時間10分となり，活動状態の季節差はほとんど認め

られず，季節を通じてある程度の活発性をもっている。

　スポーツ活動の場所までの交通手段は，徒歩が夏期

45％，冬期30％であまり差がなく，自転車・バイクは夏

期20％，冬期7％で利用率は低く，バス・車等は夏期

35％，冬期63％で冬期の高率化が目立っている。これら

の傾向はさきの趣味活動の場合と同様，近距離圏と遠距

離圏の2極分解が結果していることを示している。また，

市街地における徒歩の率は他地区（郊外，団地）に比べ

てひじょうに高率であり．なおかつ季節的変動がない。

この結果からみると，施設の場所的接近性の有効なこと

が明らかである。上記交通手段による交通所要時間は，

徒歩の場合約10分，自転車・バイクの場合約13分，車

の場合22分，バス等の場合24分で，行動領域はさきの

趣味活動の場合と等しい。すなわち，コミュニテイ・ス

ケールとして文化的な趣味活動とスポーツ活動は重なり

合う。

　以上から，主婦のコミュニテイ活動について次の諸点

があげられる。

　1）主婦の相隣関係（近所づきあい）は，市街地にお

　　ける伝統型，郊外新興住宅地の開放型，団地の孤立

　　型が明白であり，住戸・戸外・コミュニテイのゆと

　　りある空間計画が人間関係的側面にも影響するもの

　　として考慮される必要がある。すなわち，団地・孤

　　立型から郊外・開放型への移行。

　2）テレビ視聴に代表される屋内行為は，夏期，冬期

　　とも同様の活発性をもち季節差がなく一定である。

　　これは子供にみられたのと同様の傾向であり，冬期

　　における屋内活動の活発化はとくに認められない。

　3）上記の傾向は文化的な趣味活動においても認めら

　　れ，冬期の閉じ込められた屋内生活でも趣味活動が

　　活発化するとはいえない。夏期冬期とも約7割の主

　　婦が持続的な趣味活動を行っている。

　4）一定の広さ，特別の設備を必要とする趣味活動で

　　は施設の要求度が高い。これらについては施設への

　　接近性が重要な空間的条件となる。

　5）施設への接近性は，徒歩圏約700mが一つの目安

　　となり買物・趣歩活動・スポーツ活動いずれの場

　　合にもこのことはいえる。すなわち，この事実は徒

　　歩の距離的限界を示すものであり，コミュニテイ・

　　スケールの目安ともなりうるものである。また，自

　　転車・バイクの利用者もあるが，冬期における積雪

　　等の道路状況では，これらの使用は不可能に近く，

　　オール・シーズンの交通手段とは考えられない。

　6）スポーツ活動は，条件の悪い冬期においても屋内

　　型スポーツと屋外型スポーツが共存し．両者につい

　　てほぼ同等の要求がある。冬期におけるスポーツ活

　　動は，夏期に比べてそれほど不活発化するのではな

　　く，むしろ施設的不足が夏期冬期を通じてこれの顕

　　在化を阻害している。

　以上，子供のコミュニテイ活動，主婦のコミュニテイ

活動について代表的な行為を事例としてそれらの空間的

ないし季節的な変動状況を把握しようと試みてきたが，

それはとくに冬期の屋外空間利用がきわめて制約される

北陸的風土の下でのコミュニテイ空間のあり方を探るた

めであった。その結果は，上記のように要約されるとこ

ろであるが，夏期は屋外，冬期は屋内の生活に重点を置

いた，いわば従来の北陸型生活様式ともいえる夏期開放

型，冬期閉鎖型の生活様式とは必ずしも一致する結果と
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はならなかった。

　すなわち，屋内の生活は夏期冬期とも同様に行われ，

年間を通じて恒常的であつ，冬期の屋外活動は一方的に

制約されるのではなく，種類によっては本来屋外で行わ

れるべき行為が屋内に移動し，また交通手段を変えても

当該行為を遂行しようとするつよい要求がみられた。つ

まり，冬期屋内活動は冬期屋外活動を代替することはで

きないということである。この観点に依拠すると，北陸

型タウンハウスにおけるコミュニテイ空間の計画は，冬

期における戸外活動，屋外活動を充分に展開できる場の

設定がぜひとも必要であるということに帰結する。

　従来の冬期屋内型の生活様式は，いわばコミュニテイ

空間の不備な状況下での生活様式であり，今後の計画に

おいては旧来冬期屋内に閉じ込められ，発現することを

阻まれていた行為を戸外空間，屋外空間，コミュニテイ

空間に開放し，冬期の生活そのものを活性化しなければ

ならない。そして，そのための建築空間の役割はきわめ

て重要なものといわねばならない。

1V　本研究のまとめ

　本研究「北陸型タウンハウスの計画的研究」は，前年

度分と今回の研究をあわせていちおうのまとまりをもつ

ものである関係上，ここで前回の研究をもふまえて全体

的なまとめを行っておきたい。

　わが国土は南北に長大な列島をなし，各地域の気候風

土はかなり異った固有性をもっている。本論はその中で

とくに多雨多雪な北陸地方を対象とするものであり，そ

のため「北陸型」となっているが，それは主として風土

的側面を表している。一方，「タウンハウス」は，集合化

によるメリットが上記のような風土性の中ではとくに高

いと考えられることと，地方都市における住宅形式とし

て，中・高層住宅よりなじみやすい住宅形式と考えるか

らである。

　本研究（その1）では，主として単位住戸の問題をと

りあげ，住空間の内部組織と住空間の規模についての問

題を取扱った。そこでえられた結果は次の諸点である。

　（住空間の組織）住空間の組織としては，家族室（台

所，食事室，イマ），公室（次ノマ，ザシキ），個室のう

ち，まず家族室のK．D．Lの組せ方からみると，DL型式

の一般的な使用状況がみられ，北陸地方の伝統的なヒロ

マ型住様式が現代においても広範にみられる。これはユ

カ座がとくに冬期の食事やくつろぎに適した住様式であ

ることを示していた。また，公室については伝統的なザ

シキは，いまもなお根づよく残っており，これは接客の

ために多少非日常的な空間として設置されているもので

ある。

　（住空間の外部構成）住空間の外部構成として，まず

アプローチの諸形式についてみると，雨雪に対処する空

間的配慮が明らかであり，民家のドビサシ，ガンギ，ト

マグチなど屋根つきのアプローチが長く，戸外空間の緩

衝的建築化が目立っていた。現代においては，玄関フー

ドによる緩衝的空間が一般化しつつあり，北陸的風土の

もとではこうした緩衝的空間は，たんに一住宅のための

ものではなく，ひろくコミュニテイ空間の中に発展的に

計画されるべきものであるとおもえた。

　また，住戸の形状，集合体としての町並み景観につい

ても多様な種類がみられ，自然的要素の多い田園型から

建築的要素の多い都市型まで，段階的な景観構成があり，

タウンハウスの住戸構成としては半田園型，半都市型，

都市型の集合形態が試みられてよい。上記緩衝的戸外空

間とあわせ考えると，模式的に図一4・1のようになろ

う。

住

空
間

1［

一一一＿一一一一一一一一一一’冬期・物干し場、イソト．アークリーソ
　　r一一一一一一一一一一一舳漂分崖，コートかげ1クローク〕

　　r一一一一一一一I’冬期・雪おとしの場所1傘、クヅIカッパ等〕
　　　　　　　除雪排雪具入1ス］ツプ，スノーグソプ等〕　　　　　　　自転車、パイク、下欣箱

r一一一一一一一雨雪に対する戸外空間，歩路I子供の遊ぴむ

r’一一1・一とくに多雪な場合，防雪装口1雪イタ〕

r一一一一ヤネ。ガラス戸で保竈された幼少児の遊ぴ箏　　　（砂場Iスベリ台、プラソ］等〕

図ー4・1

　　（住空問の規模）住空間の規模については，現状の各

室面積の満足度をもとに．要求量を求めた結果，玄関ポー

チ3．5畳，玄関ドマ3．5畳，玄間ホール4．0畳，台所7．

0畳，ダイニング・キッチン10．0畳，食事室8．0畳，ダ

イニング・リビング10．0畳，DKL（ワンルーム・タイプ）

11畳，イマ9．5畳，夫婦室9．0畳，子供室8畳，老人室

9.0畳，ザシキ10畳，押入6．0畳，納屋6．0畳等の値を

えた。現状では，各室ともやや面積が下まわり面積的不

足をきたしているが，とくに収納関係にこの傾向がつよ

い。
（コミュニテイ空問の構成）上記のような単位住空間が

集合して形成されるコミュニテイ空間については，本報

告書の示すように子供，主婦の季節的活動状況，行動領

域などからとくに冬期における戸外からコミュニテイ全

体にわたる有蓋歩路，有蓋遊び場所等の設置を通じて，

冬期戸外活動・コミュニテイ活動の活性化を計る必要が

あり，またそれらの設備によって活動が充分顕在化する

見通しをえた。北陸型タウンハウスという風土的な住宅

集合体においては．住戸計画にとどまらずコミュニテイ

空間計画においてもこの風土性は考慮され，彼我あい
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まって一個のタウンハウス計画となりえよう。

　住戸内での家族の食事・くつろぎの空間（イマ）を核

とする住空間を単位として，これが集合するコミュニテ

イ空間を段階的に構成する一つの試案を提示し本研究の

結びとしたい。

8．1閉　　　　　　　　　　　　　　　　　　8．1閉

1F　　　　　　　　　　　　2F

台所｛7．5）口
N 和室（lO〕1増集スペース〕

イ　マl12〕 和室｛8〕

玄関（6〕
0

；．底11・一．｛下〕庭

有蓋歩路1W＝45㎜〕

　玄関016〕・一・．・牽・’（下〕庭

台所｛7〕1増集スベース〕

和室｛王o〕イマl12〕和室（8〕

］

一F　　　　　　　　　　　2F

図ー4・2

　多雨多雪の風土における住生活・コミュニテイ生活は，

まずはこれらから生活をまもるシェルターが必要であ

る。そこで，コミュニテイ構成の軸として有蓋歩路（ク

ローズド・ペデストリアン）を設定する。向いあう各住

戸がお互いに2m余のヒサシを出しあって屋根つきの歩

路をつくり出す（図一4・2）。この空間は歩行者を雨雪，

強風（吹降り，吹雪）からまもると同時に子供たちの遊

びを悪天候時にも可能にし，戸外活動を活性化させる。

10戸程度のまとまりに必要な駐車場，じんあい収集場，

プレイロット（PL）は，有蓋歩路の端部に設け1つのプ

ロットを構成する（図一4・3）。2プロット程度が屋根

つきのプレイロットを1ヶ処共用し幼少児の戸外遊びの

場となっている。

　図において，南北方向の有蓋歩路は両側にいくつかの

プロットを統合し．近隣施設・コミュニテイ施設に連絡

している。一方，プロット背後には無蓋歩路（オープン・

ペデストリアン）を設け，好天時の開放的な歩行や遊び

の空間とし，各住戸のニワの緑によって修景された緑の

歩路，安全な遊び場を確保している。さきのクローズド・

ペデストリアンをコミュニテイ構成の閉鎖系とすれば．

このオープン・ペデストリアンは開放系を組織するとい

プロツト プ□ツト
↑

彗 一Io ■一一一’‘オープy歩凹
→ ．’’’

■一■一一一■’有竈畦■o1 2 3 4 5 じんあい収＾道E 道
旧 一　一＿＿＿＿・ク目一ズド歩B一冊 プレイ0ヲト
路… 信7 8 9 m 路o→山 一　　　一→ 一一一一’O洲W＝6㎜1｛口8〕

↓
6．60㎜ 40．5冊7．o冊 40．5閉丘06，O冊

図ー4・3

洲W＝6㎜〕

える。おもうに北陸型の戸外空間，近隣空間，さらにコ

ミュニテイ空間の構成は．この閉鎖系と開放系の同時的

組織化によらねばならないのであるが，従来の計画では

ほとんど閉鎖系が等閑視されていた。タウンハウスのよ

うな集合形式の住宅では，とうぜんこの両系統の同時的

解決が可能であり，個別的な1戸建住宅では実現不可能

なメリットをもっている。
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